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１．組織の概要
1）事業者名・代表者氏名

高圧化学工業株式会社
取締役社⾧ 矢野 裕史

2）所在地
〒551-0023 大阪市大正区鶴町5丁目1番12号

3）事業の概要
事業内容 :化学薬品の製造、販売

化学薬品の受託製造
URL               :http://www.koatsuchem.co.jp
事業規模 :資本金 60百万円

生産量 1,224ｔ
従業員数 84名（2024年4月1日時点）
工場敷地面積 8,970ｍ2

事務所延床面積 910m2

工場延床面積 3,041m2

EA21統括責任者 木村 浩
環境管理責任者 山本 賢一
連絡先 TEL:06-6552-0156

２ ．対象範囲（認証・登録の範囲）
1）認証・登録組織

高圧化学工業株式会社

2）対象事業所
本社・社内工場
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３．環境経営方針
環境理念
原料調達から廃棄物処理に至るすべての事業活動において、
責任ある企業として地球環境と調和する自主的かつ継続的な環境保全に取り組みます。

１．環境に関する法律、規制および規範などを遵守します。
２．生産活動における環境へのリスクと機会を抽出、評価し、

その重要性を踏まえ継続的な改善を行います。
３．環境負荷の少ない製品実現を推進します。
４．化学物質を適正に管理します。
５．二酸化炭素排出量の削減、廃棄物削減、水使用量削減等

の環境負荷削減に取り組みます。
制定日2007年4月 1日
改訂日2023年5月15日

取締役社⾧ 矢野 裕史
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4．実施体制（組織図）

統括環境保安責任者
（取締役社⾧）

品質環境保安委員会

統括環境保安実施責任者
（生産部⾧）

品質環境保安部⾧
（EA21統括責任者）

品質環境保安部
（環境管理責任者）

生産部

製造課

技術開発部

品質管理課 開発課

総務部

総務課
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５．カーボンニュートラル（以下、CNと略す。）への取り組み
当社は事業活動におけるCO2排出量を削減する為、
環境に優しいエネルギーの調達を開始しています。

●2023年度証明書（100％CNガス）

●再生可能エネルギー電気
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①CO2排出量（化石エネルギー）

６．主要環境負荷項目（実績）
当社は受託製造会社である事もあり、受注生産体制をとっている為、
以下の主要な環境負荷項目（CO2排出量、産業廃棄物量、総排水量、PRTR取扱量）について
具体的な数値目標を設定する事が難しいといった背景があります。
よって、本項については五ヶ年の実績を示します。

【取り組み】
・LED化など省エネ機器の導入
・カーボンニュートラルガスの導入
・再エネ電力の導入
・省エネ取り組み etc
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②産業廃棄物 排出量

【取り組み】
・生産の合理化
・水使用量の削減 etc

-5-

電力会社:㈱エネット

（0.45） （0.409）（0.385） （0.408） （0.367）

CO2排出係数(kg-CO2)
【前年度実績を採用】

44.8％
再エネ電力

18.8％
再エネ電力2977

2767 2673

1465
734
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④ＰＲＴＲ対象物質（取扱量）

【取り組み】
・一部、プラントの循環回収
・生産の合理化 etc

【取り組み】
・処方構築時、使用量の削減
・代替物質への変更検討 etc

規制物質の追加
（法改正）
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③総排水量
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７．目標、実績、評価
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2024年度 2025年度

目標値 実績値 目標値 実績値

COD mg/L 200以下 13.0 200以下 16.7 200以下 200以下 〇
BOD mg/L 500以下 9.8 500以下 22.9 500以下 500以下 〇
浮遊物質 mg/L 200以下 6.2 200以下 4.4 200以下 200以下 〇
n-ヘキサン抽出物 mg/L 5以下 1.3 5以下 1.3 5以下 5以下 〇
pH - 5～9 7.3 5～9 7.2 5～9 5～9 〇
亜鉛 mg/L 2以下 0.07 2以下 0.09 2以下 2以下 〇
溶解性鉄 mg/L 10以下 0.11 10以下 0.14 10以下 10以下 〇

※1.リサイクル率（有料売却量／総産廃量×100）

※2.生産品目等、外部環境の影響により目標達成できない場合、極力、原単位が悪化しないように取り組みを行う。

達成できていなくとも適正に監視できておれば50％とする。

目標を達成した。
次年度以降の省エネ活動に役立てる。

2023年7月より50％品の調達を開始した。
次年度は100％品の調達を行う。
目標を達成した。次年度は管理基準に基づいた運用を
行い、省エネ活動に役立てる。

評価 結果の評価、次年度の取組み

1％以上

750 750

1件実施 1件実施

100以下

0.01以下

100以下

0.01以下

目標値（暫定）

70 70

計画なし 計画なし

オフサイトPPA電力及び
再エネ比率100％調達

運用確認 運用確認

〇

省エネ原単位※2の監視 ％ 1％以上
4.3

（減少）
1％以上

9.8
（増加）

△1％以上
稼働率が影響し、原単位としては大幅な悪化となった。二ヵ年連続
の悪化しないように省エネに取り組む。

ダスト濃度 ｇ/Ｎｍ3 0.01以下 0.005 0.01以下 0.005

〇

目標を達成した。次年度も継続して取り組みを行う。

大気汚染防止の監視 

NOx ｐｐｍ 100以下 37 100以下 38 〇

環境に負荷の少ない製品設計 － 1件実施 1件実施 1件実施 1件実施

排水（下水・水質汚濁防止）の監視

廃棄物の排出量の削減 溶剤の有料売却 トン※2 750 1101 750 829 〇
目標を達成した。次年度も継続して取り組みを行う。
リサイクル比率65％※1であった。

省エネ診断の受検 － － 受検
12月受検

完了
〇計画なし 計画なし

〇

エネルギー使用機器管理標準の設定 － －
7機種で管理
文書を制定

左記管理文
書を制定

〇

再生可能エネルギー電力の調達 －
再エネ比率
25％調達

左記調達
開始

再エネ比率
50％調達

左記調達
開始

〇
16,484kWh/年の電力削減（省エネ）となった。
次年度も継続して取り組みを行う。

冷蔵庫の更新 － － 3 3 〇
4,329kWh/年の電力削減となった。次年度は省エネ
タイプのガスクロマトグラフィーの導入を行う。

省エネ機器の更新

蛍光灯のLED化

台数

45 45 77

取組項目（目標） 単位
2022年度 2023年度
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８．環境法規制などの遵守評価結果
法規制など 評価結果

大気汚染防止法 〇
下水道法 〇
水質汚濁防止法 〇
悪臭防止法 〇
騒音・振動規制法 〇
大阪府生活環境の保全等に関する条例 （騒音規制法・振動規制法） ×
大阪府気候変動対策の推進に関する条例 〇
省エネ法 〇
フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律 〇
特定有害廃棄物の輸出入等の規制に関する法律 〇
特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律 〇
海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律 〇
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 〇
大阪市廃棄物の減量推進及び適正処理並びに生活環境の清潔保持に関する条例 〇
ダイオキシン類対策特別措置法 〇
特定化学物質の環境への排出量の把握及び管理の改善の促進に関する法律 〇
大阪府生活環境の保全等に関する条例 〇
化学物質の審査及び製造の規制に関する法律 〇
消防法 〇
高圧ガス保安法 〇
毒物劇物取締法 〇
〇：遵守、△：一部、遵守できていない、×：遵守不可あり

騒音、振動に係る特定施設の届出に漏れがある事が確認されました。
関係行政機関に報告の上、届出の準備を進めると共に再発防止に向け、是正処置を検討しております。
2023年度、訴訟、勧告等の発生はありませんでした。
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９．代表者による全体の評価と見直し・指示

●代表者へのインプット（2024年4月22日）

1.実施体制
全組織・活動が対象

2.環境経営方針
リスクと機会など一部改訂を実施した。

3.目標と計画
すべての項目について目標を達成する事ができた。

4.教育訓練
新入社員、転入者教育、環境教育、法規制教育を
計画通り実施した。

5.緊急事態への準備と対応
年3回の訓練を実施した。（火災・爆発・BCP訓練）

6.法規制の遵守評価
大阪府条例に係る特定施設の届出に不備があった。
その他項目については遵守を確認した。

●代表者のアウトプット（2024年5月10日）

1.環境経営方針
見直した結果、継続する。

2.実施体制
変更なし（一部、部署名変更あり）

3.目標と計画
変更なし

以下の内容は重点項目:
持続可能な社会の実現に貢献する為、すべての部門で環境活動を
行い、それぞれの立場、役割で法遵守と環境負荷低減（PRTR、
省エネ、CO2、産業廃棄物）について改善を行うこと。
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